
計 3,421

平
成
2
5
・
2
6
年
度
予
算
内
訳

費　目

1,292国営公園維持管理費

単位当たり
コスト

２０．８（百万円／１ｈａ） 算出根拠
平成24年度執行額（4,178百万円）のうち維持管理に係る執行額（1,549百
万円）を平成24年度の国営公園供用面積（74.6ha)で除したもの

国営公園供用面積

25年度当初予算 26年度要求 主な増減理由

国営公園整備費 2,129

活動指標及び
活動実績
（アウトプット）

活動指標 単位 22年度 23年度 24年度 25年度活動見込

成果目標及び
成果実績
（アウトカム）

活動実績

（当初見込
み）

ha

74.4 74.4 74.6

103.6

―

（74.4） （74.4） （74.6） （74.6）

％ 93.9 99.3

24年度
目標値
（25年度）

国営公園入園者数

成果実績
百万人

（目標値）

5.4
（5.7）

5.6
（5.6）

5.9
（5.7） （5.9）

達成度

執行率（％） 99.6% 98.5% 99.5%

成果指標 単位 22年度 23年度

1,566

計 5,523 5,889 4,200 4,986

執行額 5,502 5,802 4,178

予算額・
執行額

（単位:百万円）

22年度 23年度 24年度 25年度 26年度要求

予算
の状
況

当初予算 4,737 5,043 4,932 3,421

補正予算 0 0 130 -

繰越し等 787 846 △ 862

根拠法令
（具体的な
条項も記載）

沖縄振興特別措置法、都市公園法　等
関係する計画、

通知等
沖縄振興基本方針、沖縄振興計画　等

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

　沖縄観光振興の拠点、我が国を代表する歴史的遺産の継承という重要な役割を担っている国営沖縄記念公園の、安全で快適な、そして魅力あふれる満足
度の高い公園整備と管理運営を行うことを目的とする。

事業概要
（5行程度以内。
別添可）

○直轄事業
　国が実施する国営沖縄記念公園の整備及び維持管理

※内閣府で一括計上し、国土交通省で執行する事業である。

実施方法 □直接実施　　　　　■委託・請負　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□交付　　　　　□貸付　　　　　□その他

事業開始・
終了(予定）年度

昭和４７年度～ 担当課室 参事官（振興第一担当） 永井　智哉

会計区分 一般会計 政策・施策名 ３８ 沖縄における社会資本等の整備（政策１１－施策③）

事業番号 0065

　　　　　　　　　　　　平成２５年行政事業レビューシート （内閣府）
事業名

良好で緑豊かな都市空間の形成等のための
国営公園事業に必要な経費

担当部局庁 沖縄振興局 作成責任者



備考

関連する過去のレビューシートの事業番号

平成22年 106 平成23年 106 平成24年 107

点
検
結
果

○直轄事業
　１．国営公園整備
　　整備内容や事業費の精査を行った上で、事業効果の早期発現が見込まれる等着実な事業実施が必要な施設に対して重点化を図る。
　２．国営公園維持管理
　　市場化テストの全面導入や業務の効率化により、供用施設の増加に伴う予算増加の抑制を図るとともに、老朽化した公園施設の老朽化対策等について
取り組み、公園利用者の安全・安心の確保に努めている。

※予算の執行状況については、沖縄総合事務局を通じて確認している。

外部有識者の所見

行政事業レビュー推進チームの所見

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

重
複
排
除

類似の事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。
（役割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

○ 環境省所管の自然公園等事業費は、一定区域内の土地
の権原に関係なく、その区域を公園として指定し土地の利
用の制限や一定の行為の規制等によって自然景観を保
全することを主な目的としているものの、国営公園等事業
は、一定区域内の土地の権原を取得し、目的に応じた公
園の形態を創り出し一般に公開する営造物である。

事業番号 類似事業名 所管府省・部局名

198 自然公園等事業費 環境省・自然環境局

事
業
の
有
効
性

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果的あ
るいは低コストで実施できているか。

○

事
業
の
効
率
性

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　 ○

・沖縄の持続的な観光振興の中核となる公園とすることや
沖縄の歴史・文化拠点となるよう多様な活用を図ること等
を基本方針に整備を行っており、当該事業の施策目標に
ついて順調に推移移していると評価していることから、当
該事業の実施は実効性も高い手段である。
・活動実績は見込みと比較して、おおむね達成出来てい
る。
・国営公園年間入園者数は約590万人（平成24年度）であ
り、県外から沖縄県に訪れた入域観光客数と同程度の水
準を記録しており、広く利用されている。

活動実績は見込みに見合ったものであるか。 ○

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。 ○

国
費
投
入
の

必
要
性

広く国民のニーズがあるか。国費を投入しなければ事業目的が達成できないのか。 ○
・国家的な記念事業（沖縄国際海洋博覧会の記念、沖縄
復帰記念事業）として、文化的資産の保存及び活用を図
るため閣議決定を経て設置される国営公園の整備並びに
管理は国が実施すべき事業である。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。 ○

明確な政策目的（成果目標）の達成手段として位置付けられ、優先度の高い事業となっ
ているか。

○

・入札契約にあたっては、価格競争方式や総合評価方式
を採用することを基本とし、また、国営公園の維持管理業
務について、より良質かつ低廉な公共サービスを実現す
るため、民間事業者の創意工夫を活用した市場化テスト
の全面導入に取り組んでおり、競争性の確保並びにコス
ト削減に努めている。
・資金の流れの中間段階においても、支出先の選定にあ
たっては、特命随意契約を除き可能な限り競争性のある
契約手法を導入している。
・公園基本計画、国営公園整備プログラム等に基づき、事
業を適切に実施している。

受益者との負担関係は妥当であるか。 ○

単位当たりコストの水準は妥当か。 ○

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。 ○

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。 ○

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） -

事業所管部局による点検

項　　目 評　価 評価に関する説明



※平成24年度実績を記入。

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万

円）

内閣府
4,178百万円

都市公園事業予算の移替

【直轄】

Ａ．沖縄総合事務局
4,178百万円

国営沖縄記念公園の整備等

【随意契約】

Ｂ．地方公共団体（2団体）

97百万円

発掘調査等

【総合評価入札等】

Ｃ．民間企業（58社）

2,880百万円

工事、調査、設計業務等

【公募、総合評価入札等】

Ｄ．公益法人（10法人）

1,201百万円

公園管理に係る業務委託等

【再委託】

Ｅ．民間企業（15社）

513百万円

電気設備管理業務等

国土交通省
4,178百万円



計 990 計 0

国営公園整備費 公園管理に係る業務委託 990

計 243 計 0

D.（一財）沖縄美ら島財団 H.

費　目 使　途
金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額
(百万円）

国営公園整備費 首里城整備 243

計 56 計 0

C.國場組 G.

費　目 使　途
金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額
(百万円）

国営公園整備費 発掘調査 56

計 4,178 計 227

B.沖縄県 F.

費　目 使　途
金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額
(百万円）

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックごと
に最大の金額が
支出されている者
について記載す
る。費目と使途の
双方で実情が分
かるように記載）

A.沖縄総合事務局 E.（株）沖縄環境開発センター

費　目 使　途
金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額
(百万円）

国営公園整備費
国営公園維持管理費

国営沖縄記念公園の整備等 4,178 国営公園維持管理費 電気設備管理業務等 227



支出先上位１０者リスト
A.沖縄総合事務局

B.地方公共団体

C.民間企業

6

落札率

( 58 社) 2,880 百万円

5 （株）乃村工藝社

業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

支　出　先 業　務　概　要

（株）九電工

7

支　出　先

10 （株）大米建設

1 98.1

9 新潟原動機（株） 公園施設工事 116 1 97.1

1 87.8公園施設工事 114

8 ＩＨＩ運搬機械（株） 公園施設工事 151

1 96.9

（株）奥原電設 公園施設工事 157 12 87.7

公園施設工事 158

9 89.9

3

1 98.4

公園施設工事 35 3 81.5

公園施設工事 134

4 （株）屋部土建 公園施設工事 177

3 97.8

2 仲本建設（株） 公園施設工事 203 10 96.8

8 90.2公園施設工事 189

1 （株）國場組 公園施設工事 243

（株）オカノ

7

6

-

5

1 -

3

2 本部町 公園施設の光熱水費 41

4

7

6

5

1

( 2 団体) 97 百万円

3

2

10

8

9

1 沖縄県 首里城地区の復元整備に係る発掘調査の実施 56

支　出　額
（百万円）

入札者数

1

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

4

10

8

9

4,178 百万円

沖縄総合事務局 国営沖縄記念公園の整備費等 4,178



D.公益法人

E.民間企業等（15社）　

5

4
一般財団法人　建設物価調査
会

5
一般財団法人　日本建設情報
総合センター

6 一般財団法人　経済調査会

日本総合整美（株） 再委託 -

「海洋博公園ウィンターファンタジー2012」のステージ音響管理 1

再委託 -

エメラルドビーチの監視業務

再委託 -

再委託 -

9

2
一般社団法人　沖縄しまたて協
会

3 （社）日本公園緑地協会

入札者数 落札率

首里城地区の施設長寿命化計画の検討 23.1 1 89.5

首里城地区施設整備の検討及び設計の実施 47.7 2

業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

再委託 -

首里城地区の利用者誘導案内 14 再委託 -沖縄ビル・メンテナンス（株）

513 百万円

7 （財）国土技術研究センター

1 -

1

1 （株）沖縄環境開発センター

2

7 沖縄日通エアカーゴサービス（株） 「沖縄国際洋蘭博覧会」の出展ランの輸送 6 再委託 -

4 （有）沖縄エーブイサービス

6

再委託 -

「沖縄国際洋蘭博覧会」のステージ音響管理 2 再委託 -

海洋博覧会地区の弱電気施設の管理 38

再委託 -

海洋博覧会地区の芝生地・樹木等の管理 93 再委託 -

3 沖縄熱帯植物管理（株） 熱帯ドリームセンターの維持管理 73 再委託 -

本部造園（株）

再委託 -

海洋博覧会地区の建物の清掃 62 再委託 -

海洋博覧会地区・首里城地区の電気施設の管理

再委託 -19

145

公共事業コスト構造改善の推進に関する調査・分析業務 0.02 1 99.5

設計業務等の積算改善に関する検討業務 0.02

-

9 （社）日本ボイラ協会 ボイラー等性能検査 0.15 1 -

8
一般財団法人建築コスト管理シ

ステム研究所

1 99.7

公共建設工事の安全対策に関する検討業務 0.03 1 -

土木工事共通仕様書等改定関係調査業務 0.04

1 99.8

積算資料ＰＤＦ版外２点購入 0.07 1 -

1 98.3

直轄工事の施工管理体制等に関する検討業務 0.05 1 99.6

土木工事・業務委託等における諸経費動向調査業務 0.14

磁気探査歩掛実態調査及び解析業務 0.4 3 74.5

施工パッケージ型積算基準改定業務 0.06

月刊「積算資料」資材価格等データ購入 0.3 1 97

1 99.9

施工パッケージ型積算方式積算データ策定業務 0.07 1 99.7

新土木工事積算システム改良検討業務 0.1

1 99.5

月刊「建設物価」資材価格等データの購入 0.2 1 99.3

1 -

積算システム運用管理業務 0.15 1 99.9

工事実績・測量調査設計業務実績情報提供業務 0.4

公共事業労務費の調査 0.4 1 98.5

沖縄ブロックの社会資本整備に関する検討業務 0.4 1 -

諸資材市況価格実態の調査 2 1 99.6

1 -

事務所発注工事の積算に係る支援業務 31 1 98.4

1

96.3

1 87.1

95.9

事務所発注工事の監督・検査に係る支援業務 30.1 2 87.1

事務所発注業務の技術審査及び積算に係る支援業務 33.5 1 97.3

土木工事設計要領改定業務 0.3

事務所発注工事の技術審査に化係る支援業務 9.97

事務所発注工事の監督・検査に係る支援業務 30

国営沖縄記念公園管理運営業務 990 2 77.7

( 10 法人) 1,201 百万円

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

1
一般財団法人　沖縄美ら島財
団

H24-26電力ケーブル施設保守管理業務 1

海洋博覧会地区の警備 38

4

支　出　先

10 （株）琉球新報社 首里城公園「舞への誘い」の出演者管理業務（その１） 3

8
NECネッツエスアイ（株）沖縄サービス
センター

海洋博覧会地区の構内交換電話設備保守点検 4

首里サービス（株） 首里城地区の建物清掃

10
一般財団法人　日本気象協会

沖縄支店
気象情報の提供業務 0.07

営繕積算システムＲＩＢＣ賃貸借 0.29


